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ヘルスケア産業の創出に向けたコンセプト

公
的
医
療
費
等

年齢

現状の公的医療費等の支出

目指すべき公的医療費等の支出

※２ 予防・健康管理サービス（ヘルスケア産業）を
活用した地域包括ケアシステム等との連携

 公的保険外の予防・健康管理サービスの活用による生活習慣改善や受診勧奨等を促すことで、『①国民の
健康寿命の延伸』と『②新産業の創出』を同時に達成し、あるべき医療費・介護費の実現につなげる。

 具体的には、地域において人口減少と医療・介護費増大が進む中、①高齢化に伴う地域の多様な健康ニーズの
充足、②農業・観光等の地域産業やスポーツ関連産業等との連携による新産業創出、③産業創出に向けた基
盤の整備を実施することにより、「経済活性化」と「あるべき医療費・介護費の実現」につなげる。

 ヘルスケア産業の育成等に関する課題と解決策を検討するため、「健康・医療戦略推進本部」の下に「次世代ヘル
スケア産業協議会」（事務局：経済産業省）を設置。内閣官房・総務省・厚生労働省・農林水産省・国土交
通省・スポーツ庁・環境省等と連携し検討を進めているところ。

※１ 予防・健康管理サービス（ヘルスケア産業）を
活用した生活習慣病の改善や受診勧奨

公的医療保険・介護保険

農業・観光等の地域産業や
スポーツ関連産業等との連携

①地域医療・介護
体制への貢献

②新産業創出公的保険外の
運動、栄養、保健サービス等

産業創出の基盤

（資金調達、人材育成、エビデンス構築 等）

③インフラ・ツール
の整備

【予防・健康管理への重点化】 【地域に根ざしたヘルスケア産業の創出】

生活習慣病等の予防・早
期治療を通じた重症化予
防による「公的医療費等の
伸びの抑制」 ※２

地域包括ケアシステム
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地域版次世代ヘルスケア産業協議会アライアンス

「地域版次世代ヘルスケア産業協議会アライアンス」の設置

中部地域 地域版協議
会ネットワーク会議

＜設置済み＞

○青森県
○栃木県
○群馬県
○埼玉県
○神奈川県
○福井県
○長野県

○静岡県
○三重県
○大阪府
○兵庫県
○和歌山県
○島根県
○広島県

○徳島県
○長崎県
○熊本県

都道府県 赤線( )：現時点
で、地域の医師会が
関与している協議会

＜設置済み＞

○盛岡市
○仙台市
○仙北市
○上山市
○大田区
○横浜市
○川崎市

○富山市
○松本市
○大府市・東浦町
○堺市
○高石市
○神戸市

○尼崎市

市区町村

○岡山市
○松山市
○北九州市
○佐世保市
○合志市
○鹿児島市
○薩摩川内市

 地域の関係者（自治体、医療・介護機関、民間事業者等）の連携を促進し、地域ニーズを踏まえたヘルス
ケア産業の創出を後押しするため、「地域版次世代ヘルスケア産業協議会」の設置の促進を図っているところ。

 各協議会と関係省庁が定期的に対話を行う「地域版次世代ヘルスケア産業協議会アライアンス」を設置。

沖縄スポーツ・ヘルスケア産
業クラスター推進協議会

○各協議会間の情報発信、情報交換（ヨコの情報共有）
・各協議会や関係団体が開催するシンポジウム、マッチングイベント等の告知・募集、個別視察・意見交換

○関係省庁の政策,業界動向等情報
（タテの情報共有）
・各協議会や会員団体に係る施策
・次年度政策・予算に係る情報
○先進地の視察や取組勉強会の開催
○政策提言
・地域でのヘルスケア産業振興に向けた政策提言

九州ヘルスケア産業推進協議会

北海道ヘルスケア産業振興協議会

四国の医療介護周
辺産業を考える会
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「健康経営・健康投資」について

健康経営とは、従業員の健康保持・増進の取組が、将来的に収益性等を高める投資であるとの考えの下、
健康管理を経営的視点から考え、戦略的に実践すること。

健康投資とは、健康経営の考え方に基づいた具体的な取組。

企業が経営理念に基づき、従業員の健康保持・増進に取り組むことは、従業員の活力向上や生産性の向上等
の組織の活性化をもたらし、結果的に業績向上や組織としての価値向上へ繋がることが期待される。

3

組織の活性化
生産性の向上

従業員の健康増進
従業員の活力向上

企業理念（長期的なビジョンに基づいた経営）

人的資本に対する投資
（従業員への健康投資）

社会への効果
国民のQOL（生活の質）の向上
ヘルスケア産業の創出
あるべき国民医療費の実現

優秀な人材の獲得
人材の定着率の向上

企業の
成長ポテンシャルの

向上

イノベーションの
源泉の獲得・拡大

経営課題解決に向けた
基礎体力の向上

業績向上
企業価値向上



【 大企業 等 】 【 中小企業 等 】

大企業・大規模医療法人 等

健康経営度調査への回答

健康宣言に取り組む法人・事業所
(日本健康会議 宣言５)

中小企業・中小規模医療法人等

健康経営銘柄
33社

500法人

30,000法人

健康経営優良法人
健康経営に取り組む法人・事業所
（日本健康会議 宣言４） 健康経営優良法人

 健康経営に係る各種顕彰制度を推進することで、優良な健康経営に取り組む法人を「見える化」し、従業員
や求職者、関係企業や金融機関などから「従業員の健康管理を経営的な視点で考え、戦略的に取り組んで
いる企業」として社会的に評価を受けることができる環境を整備する。

全国規模の取組

地方自治体による表彰
・認定（登録）

自治体における取組

地域の企業等

（例）

● 青森県 健康経営認定制度
• 県入札参加資格申請時の加点
• 求人票への表示
• 県特別補償融資制度

● 静岡県 ふじのくに健康づくり推進事業所宣言
• 県によるPR
• 取組に関する相談・支援
• 知事褒章への推薦案内 等

首長による表彰

※ヘルスケア産業課調べ

健康経営に係る顕彰制度について（全体像）
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ヘルスケア分野のワンストップ相談窓口
「Healthcare Innovation Hub（通称：InnoHub）」での取組

ヘルスケア
ベンチャー等

ヘルスケア
ベンチャー等

ヘルスケア
ベンチャー等

＜相談内容イメージ＞
 資金調達
 人材確保
 事業に関する相談・アドバイス
 日本企業の海外進出
 海外企業の日本進出

【サポーター団体】（想定）
・官民ファンド担当者（INCJ、REVIC、中小機構、
CJ機構 等）
・民間VC
・AMED、JST、NEDO
・JETRO、JICA、JBIC
・海外行政機関
・大学・研究機関
・人材会社
・異業種企業（IT、不動産 等）

相談内容に合わせて
紹介・マッチング

相談

マッチング

ワンストップ窓口
「Healthcare Innovation Hub（通称：イノハブ）」

・相談内容・知見の集約
・厚労省窓口との連携（薬機法関連）
・ヘルスケアコミュニティーの形成

厚労省窓口
・薬機法関連、保険制度等の
相談

連携

イベント・交流会
・窓口をハブとしたヘルスケア分野
のコミュニティーの形成・強化
・異業種との交流
・海外企業との交流

 ヘルスケア分野に関する国のベンチャー支援関連施策の情報を集約化した総合窓口機能を設置。
 官民ファンドのみならず、民間VCを巻き込み、資金調達を支援するとともに、人材の確保や事業の立ち上げ・

拡大、海外企業の日本進出や日本企業の海外展開等の幅広い相談を受け付け。
 窓口をヘルスケア分野のハブと位置づけ、ヘルスケアベンチャー、官民ファンド、民間VC、その他関連企業の交流

を促進し、イノベーションを促進。長期的には自律的なコミュニティーの形成を目指す。


